
13 中国ビジネス支援事業費 県内企業等

2,000新規雇用創出（22,500人）
(H23) (H24)

12 石川の食文化米国展開事業費 県内企業等

8,000

県内企業等
(H23) (H24)

11 輸出倍増企業育成事業費海外展開の拡大 1

22,500

(H27)

ＧＤＰ創出（2,600億円） 億円
2,600

現状値

27

施策の目標 成果指標
（年度）

2,600

単位
目標値
（年度）

基幹産業等の更なる競争力強化 1

(H23)

（年度）

(H24)

22,500

産業人材の総合的育成・確保

人

(H23) (H24)

(H24)

(H27)

(H27)

(H27)

1

目標値
（年度）

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題

(H23)

（年度）

(H23)

施策1

ニッチトップ企業の育成 ニッチトップ企業等の創出件数

(H23)

施策2 次世代産業の創造 1
(H27)

2,600

(H27)

県内企業等

受注開拓事業費補助金
(H24)

1

(H24)

決算

(H24)

予算

12,000

施策4

施策１

施策

ＧＤＰ創出（2,600億円） 億円
(H27)

課題１

22,500

1

(H27) (H23)

22,500
4,000

(H24)

1
2,600

人2

新規雇用創出（22,500人）

(H27)

億円

(H27)

2
基幹産業等の更なる競争力強化による新規
雇用創出

課題 成果指標

感性価値創造の推進

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

2,600

組織 職評価者

作成者

今後の
方向性（千円）

評価

（年度）
対象

（千円）

現状値
事務事業

事業の
有効性

4,000

2 新規雇用創出（22,500人） 人 2

イノベーションと連携による競争力強化

6,500

3 サプライチェーン構築商談会開催事業費

ＩＴ企業技術連携支援事業費補助金

4

5

6
省エネによる競争力強化支援プログラム
事業費

人

県内企業等

(H23)
9

2

施策１ 課題３

組織 産業政策課

施策１ 　課題２
(H24)

職

氏名

課長 氏名 前田　博貴

課題に対する主な取り組み

技術提案型展示・商談会開催事業費補
助金

県内企業等

評価

21,014

県内企業等

県内企業等

メイドイン石川アパレル連携事業費補助
金

県内企業等

県内企業等

県内企業等

県内企業等

2,000

1,600

県内企業等

2

GDP創出

施策3

2

(H24)

2,600

(H27)

22,500

(H23) (H24)

ＧＤＰ創出（2,600億円）

社
40

新規雇用創出 人
(H24)

(H27)

(H27)

22,500

(H23)

億円

(H23)

基幹産業等の更なる競争力強化によるGDP
創出

基幹産業等の更なる競争力強化によるGDP
創出

億円

人

億円

基幹産業等の更なる競争力強化による新規
雇用創出

単位

(H23)

1,900,000

10,000

12,000

いしかわ産業化資源活用推進ファンド事
業資金貸付金

15,000

8 繊維産業次世代人材育成事業費補助金

10 基幹産業デザイン力育成支援事業費

7
プレミアム石川ブランド戦略的販路開拓
支援事業費



現状値

27

施策の目標 成果指標
（年度）

単位
目標値
（年度）

基幹産業等の更なる競争力強化 1

（年度）

(H24)

22,500

産業人材の総合的育成・確保

人

(H23) (H24)

(H24)

(H27)

(H27)

1

目標値
（年度）

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題

(H23)

（年度）

(H23)

施策1

ニッチトップ企業の育成 ニッチトップ企業等の創出件数

(H23)

施策2 次世代産業の創造 1
(H27)

2,600

決算

(H24)

予算

施策4

施策

(H27)

2
基幹産業等の更なる競争力強化による新規
雇用創出

課題 成果指標

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

2,600

組織 職評価者

作成者

今後の
方向性（千円）

評価

（年度）
対象

（千円）

現状値
事務事業

事業の
有効性

組織 産業政策課 職

氏名

課長 氏名 前田　博貴

課題に対する主な取り組み

評価

2

GDP創出

施策3

2

(H24)

2,600

(H27)

22,500

(H23) (H24)

社
40

新規雇用創出 人
(H24)

(H27)

(H27)

22,500

(H23)

億円

(H23)

基幹産業等の更なる競争力強化によるGDP
創出

基幹産業等の更なる競争力強化によるGDP
創出

億円

人

億円

基幹産業等の更なる競争力強化による新規
雇用創出

単位

(H27) (H23) (H24)
18 いしかわモノづくり産業遺産認定事業費 県内企業等2 新規雇用創出（22,500人）

施策4 県内企業等

4,000人
22,500

次世代産業の創造

4,000
(H23) (H24)

17 モノづくりグローバル人材確保事業費

施策3 ニッチトップ企業の育成

施策2

16
革新的ベンチャー企業創出育成支援事
業費補助金

県内企業等 7,988

ＧＤＰ創出（2,600億円）

(H23) (H24)

(H24)
新規雇用創出（22,500人）

14

億円
2,600

(H23) (H24)

(H23)

15 ニッチトップ企業等認定支援事業費 県内企業等 10,000ニッチトップ企業等の創出件数

人

40

(H27)

22,500

(H27)

産業人材の総合的育成・確保 1 ＧＤＰ創出（2,600億円）

27
社

億円
2,600

(H27)

1
(H27)

2

県内企業等 3,000,000
いしかわ次世代産業創造ファンド事業資
金貸付金
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事業の背景・目的

事業の概要
・実施主体（交付先） (財)石川県産業創出支援機構

・事業内容

これまでの見直し状況
H18年度予算　広域取引専門員を削減　４名→３名
H18年度予算　国庫補助の廃止

(1) 業務管理費
         中部ブロック下請連絡問題会議開催費
　　　　 企業の加工技術等の情報発信登録等

 (2) 下請取引情報収集提供事業
         発注企業名簿の作成、広報誌の発行等

 (3) 広域取引推進事業
         共同受注の促進のため、広域取引専門調査員の設置（３名）

 (4) 受注開拓活動費
　　　県外発注企業を対象とした受注開拓活動を進め、県内下請企業の多角化・高付加価値化を図る。
　　・中小企業技術展開催事業（５月）
　　　県内中小企業の製品、部品を展示することにより、優れた技術を広く紹介し、受注機会の拡大を図る。
　　・企業交流懇談会開催事業（５月）
　　　県外発注企業と県内下請企業との懇談会を県内で開催し、取引の円滑化を図るとともに、安定受注の確保
　　　を図る。
　　・県外受注開拓懇談会開催事業（８月）  ※H21～23に毎年2回実施していたものを1回に縮小
  　　発注企業が集中する地区でトップセールス商談会を開催することにより、新規受注先の確保と受注の拡大を
　　　強力に推進する。
　　・ 新 誘致企業交流懇談会開催事業（１１月）
  　　県内の地元企業と誘致企業の企業交流懇談会を開催し、両者の結びつきを強め、域内の産業連関を推進し、
　　　企業誘致による地元企業への波及効果を高める。
　　・下請企業受注基盤整備事業（通年）
  　　下請企業への受注確保の促進のため、関係業界との連携の下、発注企業との連絡・仲介等情報収集を
　　　積極的に行うとともに、取引に係る諸問題について討議・情報提供することにより、受注体制の整備を図る。

　中小企業の経営安定、発展のためには、取引先の多角化や成長分野製品・高付加価値製品等の良
質受注を主眼とした受注開拓の実施が求められている。このような受注開拓を推進するため、取引あっ
せん事業、取引適正化事業等を行うもの。

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

一般
財源

事業費

事業費
（単位：千円）

229,619 250,633
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 140,385 172,083 200,851
28,768

予算 31,174 31,698
決算 31,174 31,698 28,768

28,768 28,768

21,014
28,768 28,768

21,014

予算 31,174 31,698
決算 31,174 31,698

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

目標値

2,600
平成27年度 平成20年度 平成21年度

億円、人

平成23年度
現状値

平成24年度

平成24年度
28,768 28,768

1507

基幹産業等の更なる競争力強化 評価

平成22年度

イノベーションと連携による競争力強化

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

指標 GDP創出、新規雇用創出 単位

電話番号 076
職・氏名 主事　山本　恭平

225

課題

商工労働部産業政策課

内線 4445

22,500

施策・課題の状況

下請中小企業振興法

作
成
者

組織名
事務事業名 受注開拓事業費補助金

事業開始年度 Ｓ４１
根拠法令
・計画等

施策
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■ 事業の背景・目的

■ 事業の内訳
１．展示会開催経費

（１）対象メーカー　本県企業の技術・部品等が採用可能な製品を有するメーカー 8,290千円
（２）開催回数　　　 大規模１回予定、小規模３回程度予定、メーカー招聘型４回予定　（商談会形式のもの）
（３）出展企業　　 　鍛造、鋳造、機械加工、試作、治具、産業資材繊維、ＩＴなどメーカーが興味を持つ技術保有会社
　　　　　　　　　 大規模型（20～30社程度×１回）、小規模型（10～20社程度×3回）、メーカー招聘型（10社程度×4回）

２．技術提案コーディネータ 2,950千円
県外大手メーカーＯＢによるフォローアップ、アドバイスの実施
現在のコーディネータ 　　　元タイ日野自動車社長、日野自動車常務取締役、ジェイバス社長　吉村太朗氏等

３．事務費（メーカーとの折衝旅費）　　　　　　　　 　760千円

事業開始年度 H21

目標値
成果指標 GDP創出、新規雇用創出

職・氏名

平成27年度 平成20年度

施策

事務事業名

現状値

4444

施策・課題の状況

専門員　山森　博司
電話番号 ０７６ 225

　平成２０年度のトヨタ自動車にはじまり、多くの大手メーカーと技術提案型展示商談会を開催し、これまでに県内企
業の有する新技術・新工法の優れた点を、簡潔にメーカーに対して売り込むことのできる、双方にとって価値ある非
常に優れた展示商談会となっている。この技術提案型の展示商談会を一過性のものにすることなく、取り組んだノウ
ハウを活かして、他メーカーへもアピールし、県内企業の取引拡大や信用力向上を支援していく必要がある。
　また、現在、県内企業の事業環境が厳しい状況にあり、技術力を有する企業の取引機会の拡大を図る必要があ
る。

＜開催実績＞
　H20   トヨタ自動車
　H21　三菱重工業、日産自動車
　H22　日立造船、三菱電機、パナソニックエコシステムズ
　H23　日立プラントテクノロジー、テルモ、日野自動車

組織名

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1507 内線

作
成
者

商工労働部産業政策課
根拠法令
・計画等

　技術提案型展示・商談会開催事業費補助金

基幹産業等の更なる競争力強化 評価
課題 イノベーションと連携による競争力強化

平成21年度 平成24年度平成23年度平成22年度

6,540

億円、人

6,540 6,000
6,540 12,000

単位

12,000
平成24年度

12,000

7,300
決算 7,300

13,840

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

25,840 37,840
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

6,540 6,000
7,300

事業費累計

予算

12,000

一般
財源

平成21年度

決算 7,300
7,300

2,600

事業費

事業費
（単位：千円） 平成22年度 平成23年度平成20年度

予算

22,500
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■ 事業の背景・目的

■ 事業の内訳
１．展示会開催経費

（１）対象メーカー　大震災によるサプライチェーンの寸断を踏まえ、新たなサプライチェーンの 3,680千円
再構築に向けて、地域の優れた技術や製品を求めているメーカー

（２）開催回数　　　 ４回程度予定（招聘型の商談会形式のもの）
（３）出展企業　　 　鍛造、鋳造、機械加工、試作、治具、産業資材繊維、ＩＴなどメーカーが興味をもつ
　　　　　　　　　 県内企業（１０程度×４回程度）

２．事務費（メーカーとの折衝旅費）　　　　　　　　 　320千円

事業費

事業費
（単位：千円） 平成22年度 平成23年度平成20年度 平成21年度 平成24年度

予算

4,000 4,000
決算
予算

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

4,000 8,000
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計

一般
財源

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

0
決算

億円、人

平成24年度

2,770
4,000 4,000

単位

評価

平成23年度

イノベーションと連携による競争力強化

0

2,770

平成22年度

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
根拠法令
・計画等

　大震災により、大手メーカーでは、サプライチェーン中の一部の部品の生産工程が止まることで、直接被災してい
ない企業の生産活動に大きな支障をきたす事態が生じた。このため、大手メーカーでは、サプライチェーンの見直し
の動きがあり、取引先の分散化・複線化を図るため、地域の優れた技術や製品を求め模索している。
　「サプライチェーン構築特別商談会」を開催し、大手メーカーの技術・設計開発者だけでなく資料・調達担当者を
県内に招き、サプライチェーンの寸断により調達が困難となった部品など県内企業の優れた技術や製品を売り込ん
でいく。
　これまでの技術提案型展示商談会のような、３～５年後の製品開発を見据えた、県内企業の新技術・工法を提案
するだけでなく、県内企業の加工部品や製品も紹介し、大手メーカーの取引先の分散化・複線化に対応するため、
調達先の斡旋を行う。

＜開催実績＞
　Ｈ２３　日野自動車

サプライチェーン構築特別商談会開催事業費
事業開始年度

施策 基幹産業等の更なる競争力強化

22,500
2,600

1507 内線

作
成
者

商工労働部産業政策課
職・氏名
組織名H23

事務事業名

現状値

4444

施策・課題の状況

専門員　山森　博司
電話番号 ０７６ 225

課題

目標値
成果指標 GDP創出、新規雇用創出

平成27年度 平成20年度 平成21年度
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■ 事業の背景・目的
○4年目を迎えた本事業が軌道に乗り、アパレル企業とのマッチング及び商品開発が進捗
→共同開発アパレル企業８社(サンエーインターナショナル、デサント、フランドル、レナウン、オンワード、
　 三陽商会、ラピーヌ、ワールド）　※H23年度新規3社（下線）
　県内企業１４社(カジグループ、ムツミテキスタイル、丸井織物、小松精練など)　※H23年度新規2社
→共同開発商品の累計387点、うち成約金額約1億7,700万円（Ｈ20年4月～Ｈ23年8月まで）、
　アパレル製品は伊勢丹・小田急ハルク・スポーツデポなどで販売、H21年度繊研合繊賞を受賞し
  認知度ＵＰ
○アパレル企業側からの提案も踏まえ、H23年度は県内で懇談会を開催し、この取組を県内外へ発信
→H22.10.14アパレル懇談会(@ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙ高輪)の席上、アパレルトップ（廣内理事長ら）から知事

に、本県での懇談会開催の提案があり、知事も快諾
→H23.11.18アパレル懇談会in石川を開催(@ＡＮＡクラウンプラザホテル金沢)

■事業の概要
　アパレル企業の代表者・企画担当者等を本県に招聘し、共同商品開発製品や本県企業独自開発製品
のテキスタイル・縫製技術を紹介する機会を提供し、販路開拓及び共同商品開発の更なる促進を支援
するとともに、この取組を県内外へ強力に発信する。

○アパレル企業との連携商品開発の支援
県内繊維企業がアパレル企業と連携した商品開発を支援（Ｈ20～）

○展示商談会及び懇談会の開催等
開催時期 平成２４年秋頃（予定）
開催場所 県内
内　　　容 ○産地企業工場見学

○コンテストショー・表彰式
○懇親会等
○コンテスト受賞作品の一般展示

事業主体 ㈱繊維リソースいしかわ

7,250 20,25013,7502,500
2,500

予算
2,250 6,500

平成20年度

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

事業費累計

2,500
一般
財源

2,2502,500 6,500
2,500

2,500 6,500

予算

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

5,000

事業費
決算

2,250 6,500

22,500

評価
項目 評価 左記の評価の理由

6,500

決算

2,500
2,500 2,250 6,5002,500

平成21年度 平成24年度

成果指標
イノベーションと連携による競争力強化

現状値

平成23年度平成22年度（単位：千円）
事業費

課題

組織名

4445

億円、人

平成24年度平成20年度 平成23年度

ＧＤＰ創出、新規雇用創出

平成22年度

施策

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1507
根拠法令
・計画等

作
成
者

商工労働部産業政策課

０７６ 225

2,600

事務事業名 　　メイドイン石川アパレル連携事業費補助金
事業開始年度 H20

施策・課題の状況

平成27年度
目標値

単位

専門員　絹川　克哉職・氏名
内線電話番号

基幹産業等の更なる競争力強化 評価

平成21年度
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事業の背景・目的

　
　
　 　 　
　

事務事業名 IT企業技術連携支援事業費補助金
事業開始年度 H23

イノベーションと連携による競争力強化
単位

平成27年度 平成20年度 平成21年度

課題

作
成
者

組　　織

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

施策・課題の状況
施策 基幹産業等の更なる競争力強化

根拠法令
・計画等 076 225

産業政策課

4442電話番号 内線
職・氏名 主任　北間　成俊

億円、人

平成24年度平成23年度

 評価

1519

1,600
平成20年度

事業費
平成22年度

22,500
2,600

指標 GDP創出、新規雇用創出

平成22年度
現状値

2,000
1,6002,000

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

評価
2,000 3,600

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

決算
事業費累計 00 0

左記の評価の理由

2,000
一般
財源

目標値

平成21年度（単位：千円） 平成23年度 平成24年度
2,000

評価項目

事業費
決算
予算

予算

 
 県内の中小ＩＴ企業は、これまで安定的に得られていた大手ＩＴ企業からの受託開発業務が海外流出し、
従来型の下請ビジネスは先細りしつつある。 
 そこで、新たな収益の柱を確保するため、大手ＩＴ企業が参入しないニッチな分野で優れたサービスを
開発しようとしているが、営業力や資金力の不足から、県内外への販路拡大が難しいことが課題である。 
 
 こうしたなか、社会全体で、スマートフォンなどの必要最小限の情報機器を使い、手軽に利用できるクラ
ウド型サービスのニーズが高まっており、中小ＩＴ企業であっても共同販売のパートナーを見つけることに
より、自社のサービスをインターネット経由で全国へ提供できる環境が整ってきている。 
 
 そこで、クラウド型サービスへの対応を進める県内中小ＩＴ企業を対象に、共同販売のパートナーとなりう
る首都圏等の企業とマッチングを行うことで、県内外への販路開拓を支援する。 
 
  →H23年度は、スマートフォン関連の技術分野（アプリ、ナビゲーション、３ＤＣＧなど）でマッチング 
    H24年度は、スマートフォンを活用したサービス全般（クラウド型サービス）でマッチング 

事業の概要 
 （１）対象業種 
   スマートフォン、クラウドに対応した自社商品を開発し、全国展開を目指す県内ＩＴ企業（３０社程
度） 
    ＜主な顧客の業種＞ 
     小売・流通、住宅・不動産、医療・介護、教育、セキュリティ、プロモーション（集客、販促支援）
など 
 
 （２）事業内容 
   ① ＩＳＩＣＯと(独)情報通信研究機構（NiCT）が連携し、首都圏等の企業（１０社程度）を選定 
   ② 招聘型の商談会の開催（県内） 

     首都圏等のクラウド関連企業を招き、県内ＩＴ企業へ連携のニーズを説明 

   ③ ＩＳＩＣＯ、ＮＩＣＴによるコーディネート（提案指導等） 

   ④ 技術提案型商談会（東京） 

     県内ＩＴ企業からサービスの共同提供を提案 
 
 
 
事業主体（交付先） (財)石川県産業創出支援機構 
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■事業の背景・目的

■事業の概要

0 0 1,927 16,927
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 0

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

1,927
一般
財源

予算
決算

5,000

15,0005,000

事業費
予算

平成23年度 平成24年度
15,000

決算 1,927

（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度

平成24年度

事業費

22,500

億円、人
目標値

2,600

現状値
平成27年度

単位

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

課題
指標 GDP創出、新規雇用創出

イノベーションと連携による競争力強化

根拠法令
・計画等

職・氏名 主任主事　出雲　守
電話番号 076 225 1512 内線

組　　織

4419

施策・課題の状況
施策 基幹産業等の更なる競争力強化 評価  

産業政策課

　福島第一原発事故などによるエネルギーコストの上昇や、昨今の急激な円高による国際競争力の低下
が懸念される中、県内企業においては、省エネへの取り組みによりコスト削減を図り、競争力強化へと結び
つける気運が高まりつつある。
　こうした中、エネルギーコストの削減を目的とした企業の省エネに係る取り組みをサポートするため、具体
の事例を交えたセミナーの開催から専門家派遣による個別の診断・助言までの一貫したきめ細かなサポー
トを実施する。

　・事業主体（交付先）　　(財)石川県産業創出支援機構
　・事業内容
　　●ステップ１　節電・省エネ意識の普及・啓発
　　　　節電・省エネ対策セミナーの開催
　　　　　①【5月】電力需給の見通し、事例を交えた節電対策の紹介などを実施
　　　　　　　（講師派遣依頼案）　民間コンサル企業
　　　　　②【1月】地場産ゾーン省エネ化の効果披露
　　　　　　　（講師派遣依頼案）　地場産ゾーン省エネ化実施企業

　　●ステップ２　省エネ個別診断「省エネ版企業ドック」
　　　　県内事業所に省エネの専門家を派遣し、現状分析、光熱費やCO2を削減する改善策を提案。
　　　　　（専門家派遣依頼先）　①民間コンサル会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　②北陸電力㈱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※費用は無料。診断企業の限定なし。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ③石川県中小企業団体中央会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※費用は無料。「国内クレジット制度」の活用を検討する企業が対象。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ④（財）省エネルギーセンター北陸支所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※費用は無料。ただし、年間エネルギー使用量が原油換算で100～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,500KＬの事業所（小口需要者）に限る。
　
　　●ステップ３　省エネ機器・設備導入時の支援
　　　　　補助金、低利融資、特別減税など各種支援へ誘導
　　　　　（例）
　　　　　　緊急円高対策競争力強化支援事業（石川県）
　　　　　　省エネルギー対策貸付（日本政策金融公庫）
　　　　　　グリーン投資減税

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 省エネによる競争力強化支援プログラム事業費
事業開始年度 H23 事業終了予定年度 作

成
者
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●事業の背景・目的

● 事業の概要

１　プレミアム石川ブランドの認定
（１）ねらい

（２）事業スキーム

　

２　プレミアム石川ブランド　シンボルマークの策定　
認定製品を視覚的に差別化し、ＰＲするために使用するマークを公募により決定

・公募時期　４～５月
・選定方法　７月に審査により選定

平成23年度平成20年度 平成22年度

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1512

指標

22,500

　国内市場が縮小するとともに、新興国からの安価な製品の流入により、県内モノづくり中小企業
の価格面、品質・機能面における競合他社との地域間競争、グローバル競争は益々激化してい
る。加えて急激な円高の進行など、企業をとりまく経済環境は厳しさを増している。
　そこで、平成８年度に創設し１５年が経過した現在の「石川ブランド」を発展させ、新たに「プレミア
ム石川ブランド」を創設することで、価格競争に巻き込まれない差別化できるブランド製品づくりを
促進し、対外的な競争力を強化する。

組　　織 商工労働部産業政策課
職・氏名 主事　町口　美帆
電話番号 076 225 4421

事務事業名
事業開始年度 Ｈ２４

根拠法令
・計画等

-

内線

作
成
者

基幹産業等の更なる競争力強化 評価
施策・課題の状況

施策

億円、人
課題 イノベーションと連携による競争力強化

2,600
平成24年度

目標値
GDP創出、新規雇用創出 単位

平成27年度
現状値

平成21年度

10,000
平成24年度

事業費
（単位：千円） 平成22年度平成20年度

予算
決算

10,00000

平成21年度

決算

平成23年度

一般
財源

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

0

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

  ユーザーに感動や共感を持ってもらえる差別化された製品とその背景にあるブランド戦略
を合わせて認定し、県の信用力をBtoB（バイヤー向け）における営業ツールとすることにより、
認定製品の販路拡大およびブランド化を促進する。また、認定を目指す取り組みを増やすこ
とにより、県内モノづくり中小企業による差別化された製品の開発やブランド戦略策定意欲の
向上を目指す。

事業費

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計

10,000予算

 

① 募集対象   県内中小企業が開発した差別化された製品 
            5分野：1 機械、2 情報、3 繊維その他産業材、4 食品、 

                                     5 伝統工芸・生活雑貨・インテリア等     
 
② 審査・認定  日本を代表する有識者による審査会を実施 

            ユーザーに「感動」や「共感」を持ってもらえる差別化された製品と 
            その背景にある企業のブランド戦略を認定 

 
③ 支援       ISICO、業界団体とともに、重点的な販路開拓支援やマーケティング 

  



- -

事業の背景・目的

事業の概要

※講座は当初応募した受講生のみで実施。
　 ただし、公開講座は、講座開催の都度、受講者を募集し開催。

これまでの見直し状況
○いしかわ繊維大学事業

・平成５年度から１５年度まで、（財）石川県繊維産業振興基金協会の繊維産業振興基金（８億円）
　の運用益で実施。平成１６年度から２０年度は補助金化（１，５００千円／年度）。

○北陸３県繊維産業クラスター人材育成事業
・平成２１年度から２３年度まで、企業立地促進法に基づく国の補助事業として実施
→　（H21）16,832千円　（H22）17,696千円　（H23）17,542千円
・人材育成事業の実施主体は、㈱繊維リソースいしかわ
→　研究開発は富山県、販路開拓は福井県が担当

産地繊維企業成長展開講座
（環境、医療など新分野への
ビジネス展開手法を習得）

２０名
（公開）２０名

２６．２５時間
１０，０００円／人

（公開）２，０００円／人

事業費累計
人数 時間 受講費

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

平成24年度
2,000

評価
項目 評価 左記の評価の理由

予算

22,500

一般
財源

事業費

事業費
（単位：千円） 平成20年度

2,000
決算

決算
予算

目標値

平成21年度 平成22年度

2,600
平成27年度 平成24年度平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成23年度

億円、人
課題 イノベーションと連携による競争力強化

指標 GDP創出、新規雇用創出 単位

評価

事務事業名
事業開始年度 Ｈ２４

根拠法令
・計画等

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1507 内線

作
成
者

組　　織 商工労働部産業政策課
職・氏名
電話番号 4445

専門員　絹川　克哉

現状値

施策・課題の状況

076 225

施策 基幹産業等の更なる競争力強化

講座名
繊維次世代人材能力開発講座
（糸加工、織編、染色加工の
各工程技術を俯瞰的に習得）

４０名 ４２時間 １０，０００円／人

ｽﾍﾟｼｬﾘﾃｨ繊維市場開拓講座
（高機能繊維、先端加工技術
の習得）

２０名
（公開）１５名

２４時間
１０，０００円／人

（公開）３，０００円／人

 優れた技術を有する本県の繊維企業において、従来の大手原糸メーカーからの委託加工形態から

消費者ニーズやトレンドにあった「売れる商品」を自社で企画・提案する企業へと「自立化」することが

課題となっている。また、「石川県産業革新戦略２０１０」にあるとおり、繊維産業には、産地企業間の連

携強化と海外市場を見据えた販路開拓とその取組を担う人材の強化が重要であり、人材育成を通じ

た企業間ネットワークの形成や研究開発、販路開拓の挑戦への動機となる講座を通じて、企業の更な

る成長を目指す。 

 さらに、平成２１年度に設立された北陸３県繊維産業クラスターにおいても、３県の企業間連携が深

化しており、本事業の活用により企業間連携による研究開発、販路開拓の各分野に繋がることが期待

されている。 

 ○事業実施主体        ㈱繊維リソースいしかわ 
 ○受講対象者          北陸３県繊維産業従事者 
 ○事業内容 
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事業の背景・目的

事業の概要
１  運用益額　101億円×1.485％〔政府保証債運用〕＋99億円×1.3％〔県債運用〕

－80億円×0.5％〔支払利息〕＝239百万円／年
（中小企業基盤整備機構及び県からの長期貸付分10,100百万円は

中小企業近代化資金貸付金特別会計経由）

２　運用益活用事業 事業費 ： 百万円／年
管理費 ： 百万円／年

　（１）産業化資源を活用した新たなビジネスの創出
　①中小企業による新商品・新サービスの開発・事業化に対する支援
　②産地・地域が一体となって取り組む販路開拓に対する支援
　③外部の専門家を招聘した研究会・勉強会に対する支援
　④相談・指導、事業計画の策定支援、フォローアップなどハンズオン支援

　（２）農商工連携産業の創出
　①農商工連携促進協議会の開催
　②新しい食品加工ビジネスモデル構築支援事業
　③農業参入ビジネスモデル構築支援事業

　（３）医商工連携産業の創出
　①医商工連携促進協議会の開催
　②新商品等開発・事業化支援事業
　③健康サービス等創出支援事業

３　貸付先　　（財）石川県産業創出支援機構

これまでの見直し状況

・産業化資源を活用した新たなビジネスの創出と農商工連携事業の創出にそれぞれ新支援メニューを創設

→中小企業による新商品・新サービスの開発・事業化に対する支援→従業員5人以下の小規模企業枠の追加(H21～）

→新しい食品加工ビジネスモデル構築支援事業に一次加工施設等整備支援事業を追加(H21～）

→農業参入調査研究事業を見直し、ビジネスモデル構築事業に拡充(H22～）

→中小企業による新商品・新サービスの開発・事業化に対する支援→海外展開支援枠の追加(H23～）

1,900,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
1,900,000

0

現状値
平成22年度

233
6

1,900,000
平成20年度

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

22,500

　国（（独）中小企業基盤整備機構）・県・地元金融機関で基金を造成し、その運用益により、産業化資源
を活用した新たなビジネスの創出や「農商工連携」、「医商工連携」による新産業の創出など、地域間格
差の是正、地域経済の活性化に資する事業を支援する。 指標 GDP創出、新規雇用創出

平成27年度 平成20年度

225

商工労働部産業政策課
職・氏名
電話番号 076

目標値

4420

感性価値創造の推進

施策・課題の状況
基幹産業等の更なる競争力強化

主任技師　竹上　仁志
1512 内線

課題
評価

作
成
者

事務事業名
 いしかわ産業化資源活用推進ファンド事業資金
 貸付金

事業開始年度 H20
根拠法令
・計画等

単位

 いしかわ産業化資源活用推進ファンド

H29 組織名

施策

億円、人

予算
2,000,000

平成23年度

予算 2,000,000 1,900,000

0

2,600
平成21年度

決算

0

左記の評価の理由

100,000 0

7,700,000

平成24年度

1,900,0001,900,000

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

一般
財源

事業費

事業費累計
評価

1,900,000

項目

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

9,600,000

0

事業費
（単位：千円）

2,000,000 3,900,000 5,800,000

評価

決算 100,000
0

0
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   ◎　事業の背景・目的

今後の方
向性（県
民ニー

ズ、緊急
性、県関
与の在り
方等を踏
まえ、今

後どのよう
に取り組
むのか）

事業の有
効性（費
用対効果
の観点も

含め、この
事業が課
題解決に
役立った

か）

左記の評価の理由項目

3,0000
評価

事業費累計 0 7,000

評価

一般
財源

3,000 4,000
決算 3,000

平成24年度
4,000

-

予算

指標

（単位：千円）

決算

平成22年度

-

平成21年度
事業費

事業費
予算

3,000
3,000

平成23年度

22,500

平成24年度
-

平成20年度 平成21年度

平成20年度

施策・課題の状況
施策 基幹産業等の更なる競争力強化 評価
課題

単位
感性価値創造の推進
GDP創出、新規雇用創出

産業政策課
職・氏名 主事　中嶋　和
電話番号

組　　織

076 4442内線225 1519
事務事業名 基幹産業デザイン力育成支援事業費

事業開始年度

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度 作
成
者

H23
根拠法令
・計画等

目標値 現状値

　 デザインとは、単に商品へ美しい形や色を装飾するだけではなく、生産者が持つ技術、材料の特性、
市場ニーズを総合的に考慮し、最適なプロダクトを創造・設計するものであり、結果として商品の見た目
だけでなく、使い心地や安全性などの付加価値を産み出す。
　 近年、消費者のライフスタイルや価値観が多様化する中、消費者のニーズは商品が持つ機能や価格
だけでなく、使い心地のよさや安全性、環境への配慮など、多種多様になってきており、差別化を図る
上で、デザインの重要性はますます高まっている。
　本事業では、本県の基幹産業を対象に、競争力のある高付加価値製品を製作し、さらには、専門見
本市への出展につなげ、新販路の開拓を支援する。

◎　他の事業との関連

　これまで、基幹産業の商品開発支援事業は、商品の性能や品質、生産性面での競争力を強化する
支援が主であり、デザイン力の強化を支援する事業は希薄であった。

◎　事業の概要

  県内中小企業の開発者だけでなく、経営者を対象に、製品のコンセプト作りから販路開拓まで一貫し
て「デザイン」を取り入れたモノづくりの手法を指導する。自社製品を課題とし、経営者に対して指導を
行うことで、高付加価値市場に受け入れられる製品の製作に具体的につなげる狙いがある。本事業で
製作した試作品は、専門見本市への出展等につなげ、販路の開拓を支援する。

<参考>
　専門見本市への出展支援
　目的：完成した試作品を製品化し、販路開拓等に繋げる
活性化ファンド等の既存事業を活用し、デザインセンターの相談業務として、企業にアドバイスを行う

事業協力：県鉄工機電協会、石川県工業試験場（企業への技術指導協力）

億円、人

平成22年度 平成23年度
-2,600 -

平成27年度
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事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 輸出倍増企業育成事業費
事業開始年度 Ｈ23 事業終了予定年度 作

成
者

組織名 商工労働部産業政策課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主任主事　徳田　澄代
電話番号 ０７６ 225 1509 内線 4428

施策・課題の状況
施策
課題

基幹産業等の更なる競争力強化 評価
海外展開の拡大

目標値 現状値
平成27年度 平成24年度

事業費

22,500

指標 単位

2,600

予算
（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度

決算
事業費

12,000
平成23年度 平成24年度

12,000
9,396

12,000一般
財源

予算 12,000
決算 9,396

12,000 24,000
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 0 0

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

GDP創出、新規雇用創出 億円、人

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

事業の背景・目的 
  東日本大震災や円高などの影響により依然として厳しい状況のなかで、成長著しい海外市場の
需要を取り込み販路拡大等を図るため、3年後の輸出額倍増を目指して、海外展開を積極的に取
り組む県内中小企業6社を、「輸出倍増モデル企業」として認定した（平成23年度）。その取り
組みを支援するとともに、モデル企業の取り組みを広く県内企業にフィードバックすることで、
他の企業の意欲を喚起し海外展開や販路開拓を支援する。 
 
 
事業の概要 
(1)輸出倍増モデル企業を認定し、輸出額倍増に向けた意欲的な取組みを支援 
 補助対象：県内中小企業 6社 
 補助上限：2,000千円/年・社   
 補助率 ：2/3 
 対象経費：謝金、旅費、商品改良費、依頼試験検査等手数料 
  
(2)海外進出セミナーの開催 
 内容：フィードバックセミナーを開催。海外事情に精通する専門家を招聘するとともに、 
    認定企業の取り組みを紹介。 
 時期：3月(予定） 
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決算

平成20年度 平成21年度 平成22年度

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

0 0 0

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

3,000 5,000
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計
3,000

2,000

平成22年度
2,000

事業費

3,000一般
財源

予算
3,000

予算
決算

3,000
平成21年度

平成27年度

22,500

平成23年度

GDP創出、新規雇用創出
課題 海外展開の拡大

目標値 現状値
単位指標 億円、人

平成24年度

（単位：千円） 平成20年度

2,600

平成23年度 平成24年度
事業費

施策・課題の状況
施策

商工労働部産業政策課

基幹産業等の更なる競争力強化 評価

職・氏名 専門員　江野　浩一郎
電話番号

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

作
成
者

組織名事業終了予定年度

０７６
事務事業名 石川の食文化米国展開事業費

事業開始年度 Ｈ23
根拠法令
・計画等 4428225 1509 内線

 
事業の背景・目的 
  一昨年10月に知事のトップセールスを実施し、本県食文化の米国でのブランド化及び販路開拓
の機運が高まったことを受けて、引き続き、流行発信の中心地であるニューヨークで石川の食文
化事業を展開し、「石川の食文化＝本物の日本文化」であることを定着させ、石川の食文化のブ
ランド化はもとより、販路開拓や富裕層誘客の促進を図る。 
 
 
 
事業の概要 
（１）食文化の米国富裕層への訴求 
 ・内 容：ニューヨークで活躍するカリスマシェフを「食文化大使」に任命。同氏のＮＹレス 
      トランで食文化提案会を開催（石川特別メニューの提案）。    
 ・場 所：県内、カリスマシェフのレストラン（NY) 
  
（２）伝統工芸の米国富裕層への訴求 
 ・内 容：伝統工芸大使の目利きにより、新たに製作した米国向け作品をニューヨークで展示 
      し、現地美術コレクターやバイヤーを招待。オープニングレセプションにて、出展 
      者による作品紹介や、伝統工芸大使による石川の伝統工芸ＰＲなどを実施。 
 ・場 所：ジャパンソサエティ（NY）等 
  
（３）食材の米国への販路開拓 
 ・内 容：ニューヨークの日系商社のショールーム内に、期間限定で石川県コーナーを設置 
      し、その期間にあわせて同社と「同行セールス」を実施。 
 ・場 所：共同貿易ショールーム（NY)等 
 
 
 委託先：石川県産業創出支援機構 
 委託額：1,900千円 
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事業の背景・目的

事業の概要
＜中国販路開拓支援プログラムの実施＞
①第１段階（検討段階）

中国ビジネス研究会の開催（600千円）
県内企業と既進出企業のメンバーを中心に中国ビジネス研究会を県内及び上海で開催する。

②第２段階（市場調査・マッチング）
○江蘇省展示会への出展（2,320千円）

江蘇省との経済交流の一環として、マーケット調査を目的として、江蘇省での展示会へ出展する。

③第３段階（取引先開拓段階）

　○中国ITキャラバンの開催（1,600千円）
　県内IT企業の中国への販路開拓支援を目的として、江蘇省蘇州市において、現地IT企業への企
　業訪問形式による個別商談を複数行うキャラバンを実施する。

〔販路開拓全般〕（480千円）
中国のコンサルティング会社と提携し、情報提供及び県内企業からの相談に応じてアドバイスを行う。

これまでの見直し状況

平成20年度

県内においては、中国への販路開拓に関心のある企業を対象に、中国マーケットの基礎知識やリスク
マネジメントなどの習得を目的とするともに、販路開拓事例の学習などを行う。

事業の有
効性（費
用対効果
の観点も

含め、この
事業が課
題解決に
役立った

か）

今後の方
向性（県
民ニー

ズ、緊急
性、県関
与の在り
方等を踏
まえ、今後
どのように
取り組む

のか）

平成20年度 平成21年度 平成22年度

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
事務事業名 中国ビジネス支援事業費

事業開始年度
根拠法令
・計画等 電話番号

組　　織

海外展開の拡大
単位

課題

現状値
億円、人

Ｈ１６
職・氏名 主事　浦　奈津美

076 225

平成22年度 平成23年度

産業政策課

基幹産業等の更なる競争力強化　中国経済は1978年の改革開放以降、漸進的に市場経済を拡大させながら、長期にわたり年平均10％程
度の実質GDP成長率を達成する等、世界経済の中でも目覚しい経済成長を遂げてきており、巨大な市場と
して魅力を増してきている。その有望な中国市場へチャレンジする企業の円滑な事業展開に資するため、
検討段階から取引先開拓段階に至る各種段階において一気通貫の支援を実施する。

指標 GDP創出、新規雇用創出

平成21年度

施策
施策・課題の状況

1509 内線

作
成
者

評価

4429

（単位：千円）

目標値
平成27年

2,600
22,500

事業費

平成24年度

平成23年度 平成24年度
8,000

決算 9,627 7,000 6,490 9,269
予算 10,000 7,000 8,400 9,500

事業費

8,400 9,500一般
財源

予算 10,000 7,000 8,000
決算 9,627 7,000 6,490 9,269

63,446 71,446
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 40,687 47,687 54,177
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事業の背景・目的

事業の概要

１　ファンドスキーム

２　運用益活用事業
・次世代産業として有望な分野における新製品・新技術の研究開発に対する助成
・中小企業等が有する技術を次世代産業に応用するための新製品・新技術の研究開発に対する助成
・新製品・新技術の研究開発等において必要となる予備的調査を支援
・地場の農林水産物やその加工品が有する機能性成分等の評価・実証を支援
・既存技術を新分野に展開するための企業と大学研究者との交流を推進

これまでの見直し状況

内線

22,500

政策・施策・課題の状況

商工労働部産業政策課事業終了予定年度 H27 作
成
者

組織名
職・氏名 主任主事　寺西　洋毅

1513 4423電話番号 076 225
事務事業名

　　いしかわ次世代産業創造ファンド
  　事業資金貸付金

事業開始年度 H22
根拠法令
・計画等

課題 次世代産業の創造

施策 次世代産業の創造 評価

指標 GDP創出、新規雇用創出 単位

平成27年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

現状値

億円、人

目標値

平成24年度

2,600

事業費
（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

事業費
予算
決算 3,000,000

0

3,000,000
3,000,000

3,000,000 3,000,000

一般
財源

予算
決算

今後の方向
性（県民
ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま
え、今後ど
のように取り
組むのか）

6,000,000 9,000,000
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計

　県と地元金融機関で基金を造成し、その運用益により、将来の本県経済を支える新たな産業である次世
代産業の創出・育成などの産学官連携の取り組みを支援することで、本県経済の成長発展を図る。

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

3,000,000

事務事業シート（行政経営シートC） 

 
いしかわ次世代産業創造ファンド 
 

 
 基金総額  １３０億円 

 
 運用期間    ５年間 

 
 運用益   １.２５億円/年 
               (県債1.5%) 
 
 運営管理者 
  (財)石川県産業創出支援機構 

県
 

  ３０億円 
短期貸付・無利
子 

利子支払 

（運用益） 

地
元
金
融
機
関
 

  １００億円 
長期貸付・有利
子 

産学官連携による次
世代産業の創出･育
成などの取り組みを
支援 

(0.7%) 



ニッチトップ企業へ発展するなど、飛躍的に成長するモデル企業を輩出することにより、本県
産業全体の対外的競争力を向上させ、地域経済の活性化を図ることを目的として、本県経済を
牽引することが期待される企業を育成するため、オーダーメイド型の集中支援を実施する

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

評価
項目 評価 左記の評価の理由

職・氏名
Ｈ16

施策 ニッチトップ企業の育成＜事業の目的＞

事業開始年度

電話番号

作
成
者

組織名

評価

予算 12,000

主任主事　出雲　守
076-225-1512　　（内線4419）

21 27

ニッチトップ企業の育成
指標

商工労働部産業政策課

 

事務事業名     ニッチトップ企業等認定支援事業費

一般
財源

課題

根拠法令
・計画等

事業終了予定年度

目標値
ニッチトップ企業等の創出件数

現状値

1540

平成24年度

平成24年度

社単位

施策・課題の状況

平成27年度 平成20年度

12,000 10,00012,000
事業費

3,986
12,000

決算

平成23年度

平成21年度 平成22年度
事業費

（単位：千円） 平成20年度 平成23年度

19
平成22年度平成21年度

10,314 6,640 5,312

3,986
37,276事業費累計

決算
予算 12,000

21,338 27,978 33,290
10,314 6,640 5,312

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

12,000 12,000 12,000 10,000

事務事業シート （行政経営シートC） 



事業の背景・目的

事業の概要

社

事務事業名
革新的ベンチャー企業創出育成支援事業費補
助金

事業開始年度 Ｈ１９

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度 作
成
者

組　　織

平成20年度 平成21年度

ニッチトップ企業等の創出件数

電話番号
根拠法令
・計画等 076-225-1512　　（内線4419）

職・氏名

施策
施策・課題の状況

平成23年度平成27年度

ニッチトップ企業の育成

平成22年度

単位

40 15 19 21

目標値
指標

現状値

27
平成24年度

事業費
予算 14,388 14,388

商工労働部産業政策課
主任主事　出雲　守

ニッチトップ企業の育成 評価  
課題

事業費
（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

7,988 7,988 7,988
決算 14,388 14,388 7,805 7,988

一般
財源

予算 14,388 14,388 7,988 7,988 7,988
決算 14,388 7,805 7,988

事業の有
効性（費
用対効果
の観点も

含め、この
事業が課
題解決に
役立った

か）

事業費累計 25,179 39,567 47,372
14,388

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

55,360 63,348
評価

項目 評価 左記の評価の理由

 平成１７年３月に策定された石川県産業革新戦略のベンチャー企業創出目標の達成及びニッチトップ企業の倍増

目標の達成に資するアクションプランとして実施する。 

（１）支援の対象 
 革新的ベンチャー企業：提供する商品・サービスに新規性又は独自性を有し、競争優位性、市場性、                                     
                収益性を実現できるビジネスを目的として起業するもの 
（２）石川県産業革新戦略の目標 

 Ⅰ．ベンチャー企業の創出  ：２３社程度創出（Ｈ２７） 
 Ⅱ．ニッチトップ企業の倍増 ：４０社から８０社へ倍増（Ｈ２７） 

県、ISICO、金融機関
・経営資質の見極め

・融資･投資に向けた助言

発
掘
・随
時
相
談
受
付

企
業
訪
問
・ヒ
ア
リ
ン
グ

事
業
計
画
作
成
支
援

認
定

（４
社
程
度
）

支
援
チ
ー
ム
編
成

重
点
支
援

事
業
評
価

◆最優秀企業家への支援
①ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ資金500万円（補助金）
1年目：200万円
2年目：300万円

②インキュベート施設無料貸し（３年間）
クリエイトラボ又はi－ＢＩＲＤ（補助金）

◆認定者共通の支援
①マッチングの場創出
②ステップ返済型融資
③支援チームによる集中支援
④既存支援制度活用
※認定から最長３年間の重点支援

革新的ﾍﾞﾝﾁｬｰ創出の仕掛け 起業後初期の育成支援（最長３年間）

事
業
計
画
公
募

県、ISICO、
工試で編成

公

開

審

査

個
別
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

県
内
企
業

県
内
起
業
予
定
者
・
県
外
企
業



- -

事業の背景・目的

事業の概要
（１）企業の受け入れ態勢の整備
「モノづくりグローバル人材採用・育成プラン作成支援セミナー」の開催

内容：海外展開戦略としての位置づけ、人材戦略の構築、透明・公正な制度の構築、
求める人材像・キャリアパスの明確化、採用・定着・育成戦略の構築　等

対象：海外展開を行っている（今後行う予定の）県内モノづくり企業の幹部　20名程度
回数：計8回開催
講師：経営コンサルタント等

（２）採用に向けた大学へのアプローチ
人材活用フォーラムの開催

対象：上記企業の人事担当者／県内外の理系大学・高専（教員等）
回数：3回（金沢大、北陸先端大、金沢工業大学を想定）

（３）学生へのアプローチ
人材交流会の開催

対象：上記企業の人事担当者／県内外の理系大学・高専（学生等）
回数：3回（金沢大、北陸先端大、金沢工業大学を想定）

→企業が大学等の学生に対して自社のグローバル戦略等を学生に直接説明し、優
秀な学生の採用を図る。

→企業における人材育成の道筋（「キャリアパス」）を明確化し、グローバル人材の採用
力向上を図る。

→企業が大学等の教員に対して自社のグローバル戦略や求める人材像、キャリアパス
等を発信し、優秀な学生の採用に向けたＰＲを図る。

平成21年度

事業費
予算

決算

平成20年度

平成24年度
事業費

平成22年度 平成23年度平成21年度平成20年度（単位：千円）

22,500

4,000 4,000
4,000
4,000
4,000

評価

今後の方
向性（県
民ニー

ズ、緊急
性、県関
与の在り
方等を踏
まえ、今

後どのよう
に取り組
むのか）

一般
財源

事業の有
効性（費
用対効果
の観点も

含め、この
事業が課
題解決に
役立った

か）

4,000

0

単位
目標値

GDP創出、新規雇用創出

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 4,000 8,000

平成27年度 平成22年度 平成23年度

0

予算
決算

課題

平成24年度

指標

2,600

現状値
億円、人

評価施策 産業人材の総合的育成・確保

商工労働部産業政策課産業人材政策室
主事　坂田　健

電話番号

施策・課題の状況

モノづくり企業のグローバル展開が加速する中、人材面においては、海外での生産・販
売等の業務に必要な人材の確保・育成が追いつかないという課題が浮上しており、県内
企業においても、海外に積極的に活躍の場を求めるような理工系学生（外国人留学生
を含む）を採用したいというニーズが高まっている。
　一方、県内の高等教育機関に在籍するグローバル志向の学生や外国人留学生は、県
内中堅・中小企業の優れた技術力や海外での事業展開等の魅力に触れることが少ない
ため、就職先としての選択肢から県内企業を除外してしまう傾向にある。
　このため、これらの優秀な人材の確保に向けて、企業の受け入れ態勢の整備や、採用
に向けた大学等へのアプローチを支援することで、県内モノづくり企業の海外展開に必
要となる人材（「モノづくりグローバル人材」）の活用を促進する。

産業人材の総合的育成・確保

事務事業名
モノづくりグローバル人材確保支援
事業費

事業開始年度 Ｈ２３
根拠法令
・計画等 225

組織名

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1508 内線

作
成
者 076

職・氏名
4471



事業の背景・目的

　

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

3,000 7,000
評価

項目 評価 左記の評価の理由

3,000

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

事業費累計

一般
財源

予算 3,000 4,000
決算

3,000 4,000
決算 3,000

（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成24年度平成27年度 平成20年度 平成21年度

事業費
予算

事業費

単位

2,600 　 　 　 　
平成22年度 平成23年度

現状値目標値

施策 　産業人材の総合的育成・確保 評価 　

　GDP創出、新規雇用創出

事務事業名 いしかわモノづくり産業遺産認定事業費
事業開始年度 H23

根拠法令
・計画等

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度 H24 作
成
者

組織名

電話番号

22,500

商工労働部産業政策課
職・氏名 主任技師　竹上　仁志

076-225-1512（内線4420）

施策・課題の状況

課題
億円、人指標

　産業人材の総合的育成・確保
 平成23年度に、全国初となる県としての産業遺産認定制度を設け、14社の27機械をいしかわ

モノづくり産業遺産として認定した。認定した産業遺産は、どの機械も本県の産業近代化に関

わった先人達の努力の賜物であり、後世に継承すべき貴重な財産であるため、今後はそれら産

業遺産を有効に活用する必要がある。 
 平成24年度は、県内の高校や大学における授業・講義等で活用できる「本県のモノづくり産業
の歴史と産業遺産（仮称）」と題したＤＶＤやパネルを作成し、平成23年度末に作成する図書と
併せて、人材育成やふるさと教育を図るための教材として、様々な啓発普及・情報発信を行うこ
とにより、本県のモノづくり産業の更なる振興・発展を図る。 

 
 

事業の概要 

 

 １ 事業内容 
  （１）ＤＶＤやパネルの作成 

  （２）高校・大学での授業・講義における教材活用、大学主催の公開講座等の実施 
  （３）歴史博物館、県庁展望ロビー等の県有施設や、ＭＥＸ金沢、技能まつり等の各種イベン 
    ト等におけるＤＶＤ放映・パネル展示等 

  （４）産業遺産の追加認定 
  （５）産業遺産と科学技術の関連調査の実施 

 
 ２ 事業実施主体：県 
 
 ３ 事業実施期間：平成23年度～平成24年度   


